
 

 

 

令和 4 年度  

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

(地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現

する公共施設への自立・分散型エネルギー

設備導入推進事業)  
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1.対象施設の検討 

諏訪市役所についての施設概要を以下にまとめる。 

 

＜施設概要＞ 

施設名：諏訪市役所 

住所：〒392-0022  

長野県諏訪市高島１丁目２２−３０ 

築年数：53年（竣工 1969年） 

建物利用用途：地域住民への行政サービス 

位置図： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物外観： 

諏訪市役所 



2.現況調査 

株式会社クールデザインとの現地調査を行い、屋根種・PCS 設置検討箇所・キュービ

クル設置検討箇所・屋根適応架台についての報告を行う。 

 

 

  



3.導入する再生可能エネルギー設備、 

蓄電池設備等の選定、システムの検討 

 

Ⅰ.検討中の部材について 

【太陽光モジュール】  

トリナ・ソーラー社製：TSM-425DE09  294 枚 

 

【架台】  

エクソル社製：X03-BR017（端部） 180個 

    X03-BR008（中間部） 206個 

 

【パワーコンデショナー】  

HUAWEI 社製：LUNA2000-4.95KTL－JPM1 4.95kW  1台 

GSユアサ社製：LBSK-10-T3C 10kW 10台 

 

【蓄電池】  

HUAWEI社製：LUNA2000-10-NHS0 10kWh  2台 

 

 

Ⅱ.各機器仕様書について 

別添資料参照 

 

 

Ⅲ.単線結線図、パネル配置図、設備配置図について 

別添資料参照  



4.設置場所の検討、 

選定(耐荷重の検討、環境への影響等)  

 

Ⅰ.モジュール荷重検討について 

『二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現

する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）』における強度水準に

準ずる 

 
1 号事業完了実績報告書：D-2■導入設備耐震強度等確認表 より  



Ⅱ・設置場所の検討と環境への影響について 

設置場所については、本施設の電気使用量や施設の利用環境を考慮し、建物の屋根に

のみモジュールを配置し、野立てやカーポート等の設置は検討していない。 

 

また、周辺には本施設の屋根以上の高さの建物はなく、PCS や蓄電池は建物 2階部分

に設置を行うため騒音等、近隣住民の生活環境への影響は無いと考えられる。 

  



5.災害時の特定負荷の検討、選定 

 

Ⅰ.非常用コンセント盤位置 

現地、ご担当者様との協議により非常用コンセント盤位置の検討を行った。本施設の

1 階（下図赤枠内）に非常用コンセント盤を設置し、非常時には本施設に設けてある

電工ドラム（コードリール）を用いて電気を利用できるようにする。 

 

 

 

Ⅱ.特定負荷について 

非常時の特定負荷先は昼間、夜間の利用先を以下で検討している。

 

12時間 12時間

機器名 数量
消費
電力
[W]

使用
時間
[h]

消費
電力量
[kWh]

機器名 数量
消費
電力
[W]

使用
時間
[h]

消費
電力量
[kWh]

携帯電話の充電 10 20.0 12 2.400投光器 4 50.0 12 2.400

PCの充電 3 50.0 12 1.800携帯電話の充電 10 20.0 12 2.400

0.000 PCの充電 3 50.0 12 1.800

合計 4.200合計 6.600

昼間（6:00～18:00） 夜間（18:00～6:00）



6.エネルギー起源 CO2 排出削減効果の検討 

(CO2 削減量、発電量、自家消費量) 

 

Ⅰ.CO2削減量、太陽光発電量、自家消費量について 

本施設における 30分電力データや NEDOの日射量データ等より、本設計における年間

発電量・自家消費量・自家消費率を算出し、環境省ホームページに掲載の電気事業者

別排出係数一覧を基に、本計画実行による CO2削減量の算出を行った。 

 

年間発電量：150,696kWh 

自家消費量：135,734kWh 

自家消費率：90% 

年間 CO2削減量：65.55t-CO2 

(東北電力ネットワーク CO2排出係数：0.000435t-CO2/kWh) 

 

  



7.平時における役割、副次的効果の検討 

 

太陽光発電電力は、パワーコンディショナの系統出力から受変電設備、分電盤を経由

して負荷設備へ供給され、不足分は商用電力から供給される。蓄電設備は、ピークシ

フト・余剰太陽光発電による電源の有効活用に使用する。また、太陽光パネル導入の

副次効果として遮熱効果により輻射熱が軽減されるため、夏場に施設に滞在する市民

への快適性向上につなげることができる。 

 

 

8.普及効果(他施設や他の自治体への水平展開の具体

的な取り組み方法)の検討 

 

本事業の概要や温室効果ガス削減効果について、諏訪市や弊社のホームページや SNS

にて公開、情報の発信を実施する予定。また、本事業をモデルケースとして、その他 

自治体や民間の施設に対して、同様の事業の実施を呼びかけて参ります。 

 

  



9.災害時の再生可能エネルギー等の活用方法、 

運用体制、運用マニュアルの検討 

Ⅰ.災害時の本設備活用方法、運用体制 

停電時発生時、機器保護の観点から設置されている全てのパワーコンディショナが

「系統異常」により停止する。その後、自立運転機能を有した SUN2000-4.95KTL-JPL1

（4.95kW）が通常運転から自立運転に切替わる。同時に「自動切替え器」はコンセン

ト盤への電力供給ラインを系統側からパワーコンディショナの自立運転ラインに切替

える。 

また、災害時には蓄電設備に予めえておいた電力を特定負荷設備に供給を行う。 

停電復旧後は、自立運転機能を有したパワーコンディショナは通常運転に切替わりま

す。停電～復旧の流れにおいて、災害用に設置された蓄電池及びパワーコンディショ

ナにおいて、必要な操作はありません。 

 

 

Ⅱ.運用マニュアルの検討 

担当職員が後任者への業務引継ぎを円滑に行えるよう災害対応マニュアルを作成す

る。また、災害を想定した防災訓練を定期的に行い、特定負荷設備の復旧を目的とし

た切り替え動作等の確認も行う。 

 

イメージ図 
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8 設備稼働

契約・発注

詳細設計

太陽光モジュール設置工事

試運転

6か月目
内容

交付決定月 2か月目 3か月目 4か月目 5か月目

準備工事

電気工事

電力協議

10.導入スケジュールの検討、策定 

交付決定後、およそ 6か月間で準備、設置、設備の稼働を予測している。検討中のス

ケジュールは以下の表の通り。 



























 

 

 

令和 4 年度  

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
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目次 

 

1. 対象施設の検討 

 

 

2. 現況調査 

 

 

3.導入する再生可能エネルギー設備、蓄電池設備等の選定、システムの検討 

 

 

4.設置場所の検討、選定(耐荷重の検討、環境への影響等)  

 

 

5.災害時の特定負荷の検討、選定 

 

 

6.エネルギー起源 CO2排出削減効果の検討 

 

 

7.平時における役割、副次的効果の検討 

 

 

8.普及効果(他施設や他の自治体への水平展開の具体的な取り組み方法)の検討 

 

 

9.災害時の再生可能エネルギー等の活用方法、 

運用体制、運用マニュアルの検討 

 

 

10.導入スケジュールの検討、策定 

  



1.対象施設の検討 

諏訪市立諏訪中学校についての施設概要を以下にまとめる。 

 

＜施設概要＞ 

施設名：諏訪市立諏訪中学校 

住所：〒392-0007  

長野県諏訪市清水３丁目３６１９−３ 

築年数：29 年（竣工 1993 年 9月） 

建物利用用途：教育施設 中学校 

位置図： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物外観： 

諏訪市立諏訪中学校 

 



2.現況調査 

株式会社クールデザインとの現地調査を行い、屋根種・PCS 設置検討箇所・キュービ

クル設置検討箇所・屋根適応架台についての報告を行う。 

 

 

  



3.導入する再生可能エネルギー設備、 

蓄電池設備等の選定、システムの検討 

 

Ⅰ.検討中の部材について 

【太陽光モジュール】  

トリナ・ソーラー社製：TSM-425DE09  240 枚 

 

【架台】  

カナメ社製：MG-H35T-B60（端部） 642個 

   MG-HC-B60（中間部） 642 個 

 

【パワーコンデショナー】  

GSユアサ社製：LBSK-10T3C 10kW  8台 

HUAWEI 社製：LUNA2000-4.95KTL－JPM1 4.95kW  1台 

 

【蓄電池】  

HUAWEI社製：LUNA2000-10-NHS0 10kWh  2台 

 

 

Ⅱ.各機器仕様書について 

別添資料参照 

 

 

Ⅲ.単線結線図、パネル配置図、設備配置図について 

別添資料参照  



4.設置場所の検討、 

選定(耐荷重の検討、環境への影響等)  

 

Ⅰ.モジュール荷重検討について 

『二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現

する公共施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業）』における強度水準に

準ずる 

 
1 号事業完了実績報告書：D-2■導入設備耐震強度等確認表 より 

  



Ⅱ・設置場所の検討と環境への影響について 

設置場所については、本施設の電気使用量や施設の利用環境を考慮し、建物の屋根に

のみモジュールを配置し、野立てやカーポート等の設置は検討していない。 

 

また、周辺には本施設の屋根以上の高さの建物はなく、PCS や蓄電池は建物 2階部分

に設置を行うため騒音等、近隣住民の生活環境への影響は無いと考えられる。 

  



5.災害時の特定負荷の検討、選定 

 

Ⅰ.非常用コンセント盤位置 

現地、ご担当者様との協議により非常用コンセント盤位置の検討を行った。本施設の

1 階（下図赤枠内）に非常用コンセント盤を設置し、非常時には本施設に設けてある

電工ドラム（コードリール）を用いて電気を利用できるようにする。 

 

Ⅱ.特定負荷について 

非常時の特定負荷先は昼間、夜間の利用先を以下で検討している。

 

  

12時間 12時間

機器名 数量
消費
電力
[W]

使用
時間
[h]

消費
電力量
[kWh]

機器名 数量
消費
電力
[W]

使用
時間
[h]

消費
電力量
[kWh]

携帯電話の充電 10 20.0 12 2.400投光器 4 50.0 12 2.400

PCの充電 3 50.0 12 1.800携帯電話の充電 10 20.0 12 2.400

0.000 PCの充電 3 50.0 12 1.800

合計 4.200合計 6.600

昼間（6:00～18:00） 夜間（18:00～6:00）



 

6.エネルギー起源 CO2 排出削減効果の検討 

(CO2 削減量、発電量、自家消費量) 

 

Ⅰ.CO2削減量、太陽光発電量、自家消費量について 

本施設における 30分電力データや NEDOの日射量データ等より、本設計における年間

発電量・自家消費量・自家消費率を算出し、環境省ホームページに掲載の電気事業者

別排出係数一覧を基に、本計画実行による CO2削減量の算出を行った。 

 

年間発電量：123,017kWh 

自家消費量：64,146kWh 

自家消費率：52% 

年間 CO2削減量：53.51t-CO2 

(東北電力ネットワーク CO2排出係数：0.000435t-CO2/kWh) 

 

  



7.平時における役割、副次的効果の検討 

 

太陽光発電電力は、パワーコンディショナの系統出力から受変電設備、分電盤を経由

して負荷設備へ供給され、不足分は商用電力から供給される。蓄電設備は、ピークシ

フト・余剰太陽光発電による電源の有効活用に使用する。また、太陽光パネル導入の

副次効果として遮熱効果により輻射熱が軽減されるため、夏場に施設に滞在する市民

への快適性向上につなげることができる。 

 

 

8.普及効果(他施設や他の自治体への水平展開の具体

的な取り組み方法)の検討 

 

本事業の概要や温室効果ガス削減効果について、諏訪市や弊社のホームページや SNS

にて公開、情報の発信を実施する予定。また、本事業をモデルケースとして、その他 

自治体や民間の施設に対して、同様の事業の実施を呼びかけて参ります。 

 

  



9.災害時の再生可能エネルギー等の活用方法、 

運用体制、運用マニュアルの検討 

Ⅰ.災害時の本設備活用方法、運用体制 

停電時発生時、機器保護の観点から設置されている全てのパワーコンディショナが

「系統異常」により停止する。その後、自立運転機能を有した SUN2000-4.95KTL-JPL1

（4.95kW）及び LBSK-10T3C（10kW）が通常運転から自立運転に切替わる。同時に「自

動切替え器」はコンセント盤への電力供給ラインを系統側からパワーコンディショナ

の自立運転ラインに切替える。 

また、災害時には蓄電設備に予めえておいた電力を特定負荷設備に供給を行う。 

停電復旧後は、自立運転機能を有したパワーコンディショナは通常運転に切替わりま

す。停電～復旧の流れにおいて、災害用に設置された蓄電池及びパワーコンディショ

ナにおいて、必要な操作はありません。 

 

 

Ⅱ.運用マニュアルの検討 

担当職員が後任者への業務引継ぎを円滑に行えるよう災害対応マニュアルを作成す

る。また、災害を想定した防災訓練を定期的に行い、特定負荷設備の復旧を目的とし

た切り替え動作等の確認も行う。 

 

イメージ図 
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8 設備稼働

契約・発注

詳細設計

太陽光モジュール設置工事

試運転

6か月目
内容

交付決定月 2か月目 3か月目 4か月目 5か月目

準備工事

電気工事

電力協議

10.導入スケジュールの検討、策定 

交付決定後、およそ 6か月間で準備、設置、設備の稼働を予測している。検討中のス

ケジュールは以下の表の通り。 
























